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給 水 装 置 工 事 設 計 施 工 基 準 

 

１   総  則 

 

１．１  目  的 

     この基準は，給水装置工事の設計と施工及び管理を適正かつ合理的に行うため，

水道法（以下「法」という。），同法施行令（以下「施行令」という。），同法施行

規則（以下「施行規則」という。），給水装置の構造及び材質の基準に関する省令

（以下「省令」という。），厚生省通知衛水第２０３号給水装置標準計画・施工方

法（以下「通知」という。），大崎市水道事業給水条例（以下「条例」という。），

及び同施行規程（以下「施行規程」という。）等に基づき，配水管取り付け口から

メーターまで及び，地域的特性による使用材料，施工方法，その他の条件につい

て必要な事項を定めるものである。 

 

１．２  用 語 の 定 義 

１．２．１ 給水装置 （法 第３条第９項） 

        給水装置とは，需要者に水を供給するために水道事業者の施設した配水管か

ら分岐して設けられた給水管及びこれに直結する給水用具をいう。 

１．２．２ 配水管 

        配水管とは，配水池又は配水ポンプを起点として配水するために布設した管

をいう。 

１．２．３ 給水管 

        給水管とは，需要者が給水の目的で，配水管（他の給水管）から分岐し布設

する管をいう。 

１．２．４ 給水用具 

        給水用具とは，給水管と直結して，有圧のまま給水できる用具をいう。 

１．２．５ 給水装置工事 （法 第３条第１１項） 

        給水装置工事とは，給水装置の設置又は変更の工事をいう。 

 

１．３  給 水 装 置 の 種 類 

      給水装置は次の種類とする。（条例 第３条） 

１．３．１ 専用栓 

        １世帯又は１事業所で専用するもの。 

１．３．２ 共用栓 

        ２世帯又は２事業所以上で共用するもの。 

１．３．３ 私設消火栓 

        消防用に使用するものであって私設のもの。 
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１．４  給 水 装 置 工 事 の 種 類 

     給水装置工事は次の種類とする。 

１．４．１ 新設工事 

        新たに給水装置を設ける工事をいう。 

１．４．２ 改造工事 

        既設の給水装置の原形を変える工事。 

    (1) 給水管及び給水用具の口径変更工事。 

    (2) 給水管及び給水用具の増設・一部撤去工事。 

１．４．３ 撤去工事 

        不要になった既設の給水装置を分岐箇所で取外す工事。 

１．４．４ 修繕工事 

      給水管及び給水用具の位置変更工事。 

        既設の給水装置が破損した場合，これを原形に修理する工事。 

ただし，軽微な変更は除く。（法 第１６条の２第３項） 

     ＊ 給水装置の軽微な変更 （施行規則 第１３条） 

         法第１６条の２第３項の厚生省で定める給水装置の軽徴な変更は，単独水栓替

え及び補修ならびにコマ，パッキン等給水装置の末端に設置される給水用具の

部品の取替え（配管を伴わないものに限る。）とする。 

１．４．５ 工事用水 

        家屋等の新築工事・工事現場等において一時的（臨時）に給水を必要とする場

合で，屋外や現場事務所に給水栓を設置する工事。 

１．４．６ 先行取出し工事 

        開発行為等により宅地造成を行う場合で，配水管（共用管）布設と同時に宅地

内までの取出しを行う工事。 

 

１．５  給 水 方 式 

     給水方式には，次の方式がある。 

     給水方式       直結式給水        直結直圧式給水 

                            直結増圧式給水 

                受水槽式給水 

                直結・受水槽併用式給水 

１．５．１ 直結直圧式給水 

        給水装置の末端給水栓まで配水管の直圧により給水する方式である。 

    (1) ２階建以下の建築物に給水する場合。 

    (2) 地上１階又は２階建で，かつ，地下１階の建築物に給水する場合。 

    (3) 建築物が３階建以上でも，給水対象が２階以下の場合。 
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(4) 建築物が３階建てで｢３階建て建築物直結給水基準｣に該当する場合。 

(5) ４階建・５階建については，協議の上行う。 

１．５．２ 直結増圧式給水 

      給水管の途中に増圧給水設備を設置し，圧力を増して直結給水する方式である。 

      この方式は，給水管に直接増圧給水設備を連結し，配水管の水圧に影響を与え

ることなく，水圧の不足分を加圧して高位置まで直接給水するものである。 

１．５．３ 受水槽式給水 

        建築物の階層が多い場合又は一時に多量の水を使用する需要者に対して，受水

槽を設置して給水する方式である。 

(1) 病院等で災害時，事故等による水道の断減水時にも，給水の確保が必要な場合。 

(2) 一時に多量の水を使用するとき，又は使用水量の変動が大きいときなどの配水

管の水圧低下を引き起こすおそれがある場合。 

    (3) 配水管の水圧変動にかかわらず，常時一定の水量，水圧を必要とする場合。 

    (4) 有毒薬品を使用する工場など，逆流によって，配水管の水を汚染するおそれの

ある場合。 

(5) 建築物が２階建以下で直結の計算を行い，メーターロ径が７５mm以上になる場

合。 

※ 例 病院・学校・遊技場・工場など 

１．５．４ 直結・受水槽併用式給水 

         ３階以上の建築物で，１・２階に店舗等を併設している共同住宅には，直結式

給水と受水槽式給水とを併用し，給水する方式である。 

 

１．６  給 水 装 置 の 構 造 及 び 性 能 

        給水装置の構造及び使用する給水管及び給水用具は，次によるものとする。 

１．６．１ 給水装置の構造及び材質の基準 （施行令第５条)  

      法第１６条の規定により給水装置の構造及び材質は，次のとおりとする。 

(1) 配水管の取り付け口（分岐箇所）の位置は，他の給水装置の取り付け口から 

３０㎝以上離れていること。 

(2) 配水管の取り付け口における給水管の口径は，当該給水装置による水の使用量

に比較し，著しく過大でないこと。 

    (3) 配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結されていないこと。 

(4) 水圧，土圧その他の荷重に対して充分な耐力を有し，かつ，水が汚染され又は

漏れるおそれがないものであること。 

     (5) 凍結，破壊，侵食等を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

(6) 当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていないこと。 

(7) 水槽，プール，流しその他水を入れ，又は受ける器具，施設等に給水する給水
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装置にあっては，水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

＊ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は厚生省令で

定める。 

１．６．２ 給水装置の構造及び材質の技術的細目 （省令第１４号)  

(1) 耐圧に関する基準   (省令第１条)  

(2) 浸出に関する基準   (省令第２条)  

    (3) 水撃限界に関する基準 (省令第３条)  

    (4) 防食に関する基準   (省令第４条)  

    (5) 逆流防止に関する基準 (省令第５条)  

    (6) 耐寒に関する基準   (省令第６条)  

    (7) 耐久に関する基準   (省令第７条)  

１．６．３ 給水管及び給水用具 

    給水装置に使用する給水管及び給水用具は、日本工業規格品(JIS)，又は厚生省

令第１４号に定める基準に適合しているもの（以下「認証品」という。）を使用

しなければならない。 

 

１．７  給 水 装 置 の 新 設 等 の 承 認 （条例 第５条)  

     給水装置の新設，改造，修繕又は撤去をしようとするものは，あらかじめ管理者

に申し込み，その承認を受けなければならない。 

 

１．８  工 事 の 施 行 （条例 第７条） 

１．８．１ 工事の施行 

      給水装置の工事は，管理者又は管理者が法第１６条の２第１項の規定により指

定をした者（指定給水装置工事事業者）が施行する。 

１．８．２ 審査及び検査 

      指定給水装置工事事業者（以下「指定工事事業者」という。）が給水装置の工事

を施行する場合は，あらかじめ管理者の設計審査を受け，かつ，当該工事竣工

後に管理者の工事検査を受けなければならない。 

      審査及び検査は，給水装置の構造及び材質が施行令第５条に定められている基

準に適合することの確認を含むものとする。 



 

- 5 - 

 

１．９  給 水 装 置 工 事 の 順 序 

     指定工事事業者は，工事申込者と工事契約後，管理者に対して必要な手続きを行

うこと。 

 

      申 込 者 

        ↓   ・・・・・・・・・・・・・・工事依頼・工事契約 

      指定工事事業者 

        ↓ 

      基 本 調 査 ・・・・・・・・・・・・・・事前・現地調査 

        ↓ 

      設 計 

        ↓ 

      工 事 申 込 

        ↓   ・・・・・・・・・・・・・・設計審査・開始届提出 

      工 事 施 行 

        ↓ 

      工 事 完 了 

        ↓ 

      竣工検査届 

        ↓ 

      竣 工 検 査 

        ↓   ・・・・・・・・・・・・・・メーター受理 

      給 水 開 始 

        ↓ 

      引 渡 し 
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２   設   計 

 

２．１  給 水 装 置 の 安 全 ・ 衛 生 対 策 

     給水装置の安全性を保つため，次の事項を遵守するものとする。 

２．１．１ 水の汚染防止 

(1) 飲用に供する水を供給する給水管及び給水用具は，浸出に関する基準に適合す

るものを用いること。「（省令第２条第１項）」 

(2) 行き止まり配管等水が停滞する構造としないこと。 

ただし，構造上やむを得ず水が停滞する場合には，末端部に排水機構を設置す

ること。「（省令第２条第２項）」 

(3) シアン，六価クロム，その他水を汚染するおそれのある物を貯留し，又は取扱

う施設に近接して設置しないこと。「（省令第２条第３項）」 

(4) 鉱油類，有機溶剤その他の油類が浸透するおそれのある場所にあっては，当該

油類が浸透するおそれのない材質の給水装置を設置すること。又は，さや管等

により適切な防護のための措置を講じること。「（省令第２条第４項）」 

２．１．２ 破壊防止 

(1) 水栓その他水撃作用を生じるおそれのある給水用具は，水撃限界性能を有する

ものを用いること。又は，その上流側に近接して水撃防止器具を設置すること

等により適切な水撃防止のための措置を講じること。「（省令第３条）」 

(2) 地盤沈下，振動等により破壊が生じるおそれがある場所にあっては，伸縮可と

う性を有する給水装置を設置すること。「（通知）」 

(3) 壁等に配管された給水管の露出部分は，適切な間隔で支持金具等で固定するこ

と。「（通知）」 

(4) 水路等を横断する場所にあっては，水路等の下に給水装置を設置すること。や

むを得ず水路等の上に設置する場合には，高水位以上の高さに設置し，かつ，

さや管等による防護措置を講じること。「（通知）」 

２．１．３ 侵食防止 

(1)  酸又はアルカリによって侵食されるおそれのある場所にあっては，酸又はアル

カリに対する耐食性を有する材質の給水装置を設置すること。又は防食材で被

覆すること等により適切な侵食防止のための措置を講じること。 

「（省令第４条第１項）」 

(2) 漏洩電流により侵食されるおそれのある場所にあっては，非金属性の材質の給

水装置を設置すること。又は絶縁材で被覆すること等により適切な電気防食の

ための措置を講じること。「（省令第４条第２項）」 

(3) サドル付分水栓などの分岐部及び被覆されていない金属性の給水装置は，ポリ

エチレンシートによって被覆すること等により適切な侵食防止のための措置を
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講じること。「（通知）」 

２．１．４ 逆流防止      

(1) 水が逆流するおそれのある場所にあっては，規定の吐水口空間を確保すること。

又は逆流防止性能又は負圧破壊性能を有する給水用具を水の逆流を防止するこ

とが出来る適切な位置（バキュームブレーカにあっては、水受け容器の越流面

の上方１５０㎜以上の位置）に設置すること。「（省令第５条第１項）」 

(2) 事業活動に伴い，水を汚染するおそれのある有害物質等を取扱う場所に給水す

る給水装置にあっては，受水槽式とすること等により適切な逆流防止のための

措置を講じること。「（省令第５条第２項）」 

２．１．５ 凍結防止 

(1) 屋外で気温が著しく低下しやすい場所，その他凍結のおそれがある場所にあっ

ては，耐寒性能を有する給水装置を設置すること，又は断熱材で被覆すること

等により適切な凍結防止のための措置を講じること。「（省令第６条）」 

(2) 凍結のおそれのある屋外配管は，土中に埋設し，かつ埋設深度は凍結深度より

深くすること。「（通知）」 

(3) 凍結のおそれのある場所の屋内配管は，必要に応じ管内の水を容易に排出でき

る位置に水抜き用の給水用具を設置すること。「（通知）」 

２．１．６ クロスコネクション防止 

       当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結しないこと。「 (施行令第５条

第１項第６号) 」 

 

２．２  調  査 

      調査は，設計・施行の重要な基礎となるもので，事前調査と現場調査に区分され

その内容によって申込者に確認するもの，指定工事事業者に確認するもの，現地調

査により確認するものがあり，調査の良否は計画の策定，施工，さらには給水装置

の機能にも影響するもので慎重に行うこと。 

２．２．１ 調査項目 

(1) 被分岐管の所有者，管種及び口径。 

    (2) 道路の所有者及び舗装種別。 

    (3) 利害関係人の承諾。 

    (4) 工事申込者が必要とする給水用具種類数及び水量。 

    (5) 給水方式の決定。 

(6) 取出し及びメーター口径の決定。 

    (7) 受水槽式給水となる場合は，管理者と事前協議を行うこと。 

    (8) 配管経路。  

    (9) メーターの取付け位置。 
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(10) 既設給水装置があるときは，既設給水装置竣工図と現地との照合確認。 

    (11) 開発行為等での先行取出しの確認。 

    (12) 配水管布設路面からの高さ。 

 

２．３  設 計 水 量 

      設計水量は，給水用具の種類別吐水量とその同時使用率を考慮した水量又は業態

別使用水量等を考慮して算出するものとする。 

２．３．１ 直結式給水 

    (1) 給水用具の種類別吐水量 

      給水用具には，その種類と設置箇所に応じて，それぞれ適切な使用水量の範囲

とこれに対応する口径がある。その吐水量は (表１) のとおりである。 

(2) 同時使用率 

      給水用具と口径が決まれば，１栓当たりの使用水量に給水用具の数を乗じたも

のの和が設計水量になるが，複数の給水用具を有する給水装置では，常に全部

の給水用具が同時に使用されるわけではないので，同時使用率を考慮した給水

用具数を用いるのが一般的であり，その値は (表２) のとおりである。 

２．３．２ 受水槽式給水 

       業態別の１日当たりの計画最大使用水量は，その業態に応じた１人１日当たり

の平均使用水量「用途別業態別標準使用水量表」 (表３) と使用人員「建築用

途別給水対象人員算定基準表」 (表４) との積又は建築物の単位床面積当たり

の平均使用水量（表４）と営業用途に供する床面積との積から求める。 

 

２．４  設 計 水 圧 

     設計水圧は，次の基準によるものとする。 

(1) 設計水圧は０．１９６ＭＰａ (２．０kgf／㎠) とする。 

また，設置する箇所の地圧を測定し，設計水圧とすることが出来る。 

(2) この設計水圧によることが適当でない特殊な場所に給水する場合は，事前に協

議を行うこと。 

 

２．５  管 口 径 の 決 定 

     給水管の口径は，配水管の計画最小動水圧のときにおいても，その設計水量を十

分に供給し得る大きさを必要とするが，管径が必要以上に過大であると停滞水等の

支障が生じることになるので，留意する必要がある。 

２．５．１ 管口径決定の基準 

       給水管の口径は，給水用具の立ち上り高さに総損失水頭（設計水量に対する管

の流入，流出口における損失水頭，摩擦による損失水頭，メーター，管継手類
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による損失水頭，その他管の湾曲，分岐断面変化による損失水頭等の合計)及

び各種給水用具の所要水頭を加えたものが配水管の最低水圧の換算高さ以下

となるよう計算によって定める。 

２．５．２ 給水管の摩擦損失水頭 

      給水管の摩擦損失水頭の計算は，口径５０mm以下ではウェストン公式，口径７

５㎜以上ではヘーゼン・ウィリアムス公式により行う。 

(1) ウェストン公式 

                 0.01739－0.1087Ｄ     Ｌ     Ｖ2 

      ｈ＝ (０．０１２６＋          ) ×    ×     

                    √V          Ｄ     ２ｇ 

           πＤ2 

      Ｑ＝        × Ｖ 

            ４ 

 

       ウェストン公式による流量図 (表５)  

(2) ヘーゼン・ウィリアムス公式 

         ｈ=10.666×Ｃ-1.85×Ｄ-4.87×Ｑ1.85×Ｌ 

         Ｖ=0.35464×Ｃ×Ｄ0.63×Ｉ0.54 

         Ｑ=0.27853×Ｃ×Ｄ2.63×Ｉ0.54 

 

              ｈ 

         Ｉ＝       × １０００ 

              Ｌ 

 

       ヘーゼン・ウィリアムス公式による流量図 (表６)  

         ｈ：管の摩擦損失水頭(ｍ) 

         Ｖ：管内の平均流速(ｍ／sec) 

         Ｌ：管の長さ(ｍ) 

         Ｑ：流量 (㎥／sec) 

         Ｉ：動水勾配(‰) 

         Ｄ：管の実内径(ｍ) 

         ｇ：重力の加速度(9.8ｍ／sec2) 

         Ｃ：流速係数(110として計算する)  

２．５．３ 各種給水用具の損失水頭直管換算長 (表７)  

    止水栓，メーター等の給水用具及び管接合による損失水頭を，これと同口径の

直管における損失水頭に換算し，その値を管長として表したものである。 
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２．５．４ 管口径計算の方法 

        給水装置には，大規模のものから小規模のものまで多種多様にわたっているの

で，これらについてすべて前述した計算を行うことは煩雑である。 

       従って，次の方法により管口径を決定する。 

(1) 直結式給水 

     ① 一般住宅・アパート等。 

       ２階建以下の建築物で，給水用具の最高取り付け位置が地盤から５．５ｍ 

以内のものに適用する。 

      ア メーター口径１３mmの給水用具は，５個以内とする。 

      イ メーター口径２０mmの給水用具は，１５個以内とする。 

      ウ 既設の専用栓があり新たに下水処理区域に指定された地区で，水洗化に改

造する場合は，メーター口径１３mm に限り１，２栓程度の追加を認める。

（願い書添付） 

      エ 給水栓数は，湯水混合栓の場合は１個とし，湯・水単独の場合は水だけを

数える。また，浄水器等同時に使用できる給水用具は，１個と数える。 

      オ 給湯器は１個とし，瞬間湯沸器は給水用具数に含まない。 

      カ 接続する給水用具の流入口径は，メーター口径以下とする。 

② メーター口径が２５mm 以上の場合及び３階建以下の建築物で給水用具の最

高取り付位置が，配水管布設道路面から８．０ｍ以下の場合は，給水用具の

立ち上り高さに総損失水頭及び各種給水用具の必要水頭を加えたものが，設

計水圧以下となるよう計算により定める。但し，８．０ｍを超える場合につ

いては，願い書又は別に協議する。 

         Ｈ＋ (ｈ×１．０５) ＋ｈ１＜２０ 

                                               

          Ｈ ： 配水管から給水栓までの高さ(ｍ)  

          ｈ ： 総損失水頭(ｍ)  

          ｈ1 ： 所要水頭(ｍ)  

              給水栓等：２．０ｍ 

              湯沸器・シャワー・小便フラッシュ等：５．０ｍ 

          1.05:  管の接続等安全率 

        ア 区間ごとの使用水量を「給水用具の種類別吐水量」（表１）により求める。 

        イ 「同時使用率」（表２）を考慮し，実流量を求める。 

        ウ 「口径別損失水頭」（表８）を求める。 

        エ 「区間ごとの相当配管長」を求める。 

          実管長＋給水用具類の「直管換算長」（表７)  

        オ 区間ごとの損失水頭を求める。 
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          損失水頸×管延長 

        力 区間ごとの損失水頭の和が総損失水頭となる。 

(2) 受水槽式給水 

     ① 必要流量を求める。 

      「用途別業態別標準使用水量表」（表３）及び「建築用途別給水対象人員算定基

準表」（表４）により業態別の１日当たりの計画最大使用水量を求め，単位

時間（毎秒）の使用水量を求める。 

     ② 動水勾配を求める。 

             ２０－Ｈ－ｈｌ 

         Ⅰ＝          × １，０００ 

                Ｌ 

          Ⅰ ：動水勾配 (‰)  

          Ｈ ：配水管から給水用具までの高さ(ｍ)  

          ｈ1 ： 所要水頭(ｍ)  

             ボールタップ：２．０ｍ 

             定 水 位 弁：３．０ｍ 

          Ｌ ：配水管から給水用具までの実管長＋給水用具の「直管換算長」(表

７)  

  ③ 口径 50mm以下はウェストン公式（表５）口径 75㎜以上はヘーゼン・ウィリ

アムス公式（表６）により流量と動水勾配との交点の直上の口径とする。 

 

２．６  設 計 変 更 

     次の場合は，設計変更の対象とし，手数料を徴収する。 

 (1) 分譲で区画の数に変更が生じる（給水管取出しが必要な）場合。 

     (2) 水栓数に変更が生じることにより，メーター口径が変更になる場合。 

     (3) メーター位置の変更で規定の範囲外。 

     (4) 取出し口径を変更する場合。 

     (5)  その他軽微な変更の範囲を超える場合。 

なお，次の場合は，設計変更の対象から除外するが，変更箇所を竣工図に明示す

ること。 

①メーターに対し設定されている規定の栓数内での水栓の増減。 

②メーターの位置変更でも規定の範囲内での変更。 

③その他軽微な変更 
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３   分 岐 か ら メ ー タ ー ま で 

      給水装置の配水管取り付け口からメーターまでの部分に係る材料並びに工法，工

期その他の条件を条例第８条に基づき必要な事項を定める 

 

３．１  使 用 材 料 の 指 定 （条例 第８条第１項）  

     災害が発生した場合における給水装置の損傷の防止及び迅速かつ適切な復旧のた

め使用する材料を指定する。指定する給水管及び給水用具は，構造及び材質の基

準に適合しているものを使用するものとする。 

３．１．１ 給水管 

      給水管は次のものから，強度等特性を考慮し次の管種から選択する。 

(1) 水道用ダクタイル鋳鉄管 (以下「鋳鉄管」又は 「ＤＩＰ」 という。)  

(2) 水道用ゴム輪形硬質塩化ビニル管（以下「ゴム輪形ビニル管」又は「ＲＲＶＰ」

という。） 

(3) 水道用ゴム輪形耐衝撃性硬質塩化ビニル管（以下「耐衝撃性ゴム輪形ビニル管

又は「ＲＲＨＩＶＰ」という。） 

    (4) 水道用ポリエチレン２層管 (以下 「ポリエチレン管」又は「ＰＰ」という。)  

(5) 水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管（以下「ビニルライニング鋼管」又は「Ｓ

ＧＰ－ＶＢ」という。） 

(6) 水道用ポリエチレン粉体ライエング鋼管（以下「ポリエチレン粉体ライニング

鋼管」又は「ＳＧＰ－ＰＢ」という。） 

(7) 水道用ステンレス鋼鋼管 (以下「ステンレス管」又は「ＳＳＰ」という。)  

(8) 水道用架橋ポリエチレン管（以下「架橋ポリエチレン管」又は「ＸＰＥＰ」と

いう。） 

３．１．２ 給水用具 

      給水用具は次のものから，使用箇所等を考慮し認証品を使用する。 

    (1) 分岐材料 

     ① 割Ｔ字管 

     ② サドル付分水栓 

     ③ チーズ 

    (2) 仕切弁・止水栓 

    ① 水道用ソフトシール仕切弁 (５０㎜以上)  

     ② 乙止水栓 (ボール式 ２０㎜～５０㎜) 

     ③ 逆止弁付止水栓（スイング逆止弁式）１３mm～５０㎜ 

     ④ ＴＦバルブユニット１３mm～２０㎜ 

     ⑤ メーターユニット１３mm～２０㎜ 
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     (3) 継手類 

 給水管に適合する継手を，認証品から選択し使用する。 

 

３．２  工 法 等 の 指 定 （条例 第８条第２項）  

      分岐からメーターまでの工事に関する工法，工期その他の工事上の条件は， 次の

とおりとする。 

 

３．３  給 水 管 の 分 岐 ・ 分 岐 止 め 

       配水管から給水管を分岐又は分岐止めを行う場合は次の各項によるものとする。 

３．３．１ 配水管への穿孔 

      給水装置工事は，給水装置工事主任技術者が技能を有する者に施工させる。 

      配水管への穿孔の技能を有する者として以下の条件に該当する者に施工を行な

わせなければならない。なお，施工時には管理者が立ち会いを行う。 

 (1) 公益財団法人給水工事技術振興財団が実施する，「給水装置工事配管技能検定会」

の合格者。（旧称：給水装置工事配管技能者講習会の修了者。） 

(2) 給水装置工事配管技能者認定証の交付を受けた者。 

  ※既に各水道事業体等において類似の名称の資格を取得している者が，「給水

装置工事配管技能者講習会」と同等，又は同等以上の講習課程を経てその資

格を取得したと認定できる者。 

３．３．２ 道路の掘削 

(1) 道路を掘削する場合は，道路管理者の道路占用許可及び所轄警察署長の道路使

用許可後に施工すること。 

(2) 指定工事事業者は，道路内の給水装置工事完了後仮復旧を行なうこと。 

(3) 一定期間養生後，本復旧を行なう。 

３．３．３ 分岐の制限 

      分岐は以下の項目を遵守し，施工すること。 

    (1) 送水管，配水本管及び異形管からは，分岐できない。 

(2) 被分岐管が管網を形成している場合は，直結式給水は被分岐管の１段落ち，受

水槽式は２段落ちまでの口径とする。 

(3) 被分岐管が行止まりの場合は，直結式給水・受水槽式給水とも２段落ちまでの

口径とする。 

     (4) 給水管を分岐して取出す場合は，他の分岐箇所から３０cm以上離す。 

(5) 道路（公道）の交差点内では，分岐できない。 

(6) 同一敷地内への取出しは，１箇所とする。ただし，特別な事情により２箇所以

上の取出しを行う必要がある場合は，管理者と事前の協議を行うこと。 

(7) 受水槽式給水は，共用管から分岐できない。 
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(8) 道路内の給水管は，口径２０mm以上とする。 

(9)  配水管が３００㎜以上から給水管を取出す場合は，担当部署と協議をする。 

※ 配水本管については，担当部署と協議する。 

３．３．４ 分岐標準 

      ２階建以下の建築物で，給水用具の最高取付け位置が整地盤から５．５ｍ以下

で取出し口径２０㎜以下の場合は「給水管口径と分岐標準表」（表９）により

決定する。 

３．３．５ 分岐の方法 

(1) 分岐は，被分岐管の管種により「管種別分岐表」（表１０）に基づき以下により

施工すること。 

(2) 割Ｔ字管，弁付き割Ｔ字管及びチーズは，水平方向分岐とする。 

     (3) サドル付分水栓のせん孔は，上せん孔，水平方向分岐とする。 

      (4) 被分岐管がＤＩＰで口径２０mm～５０㎜のせん孔には，防錆コアを装着する。 

     (5) 分岐管口径７５mm以上の場合 

① 被分岐管が口径１００㎜以上のＤＩＰで，分岐管口径７５mm以上の不断水工

事は，フランジ付き割Ｔ字管に仕切弁を付し短管１号又は２号を使用し，各

継手部分には，「特殊押輪」 (１箇所) を使用する。 

② 被分岐管が口径１００㎜のＲＲＶＰ・ＲＲＨＩＶＰ・ＶＰで，分岐管口径７

５㎜以上断水工事は，「フランジ付き割丁字管」に仕切弁を付し，短管１号

離脱防止金具付を使用する。 

(6) 分岐管口径５０㎜（ＤＩＰ７５㎜）の場合 

      分岐管がＰＰの場合 

       被分岐管が口径７５mmのＤＩＰより分岐管口径５０mm・口径７５mm以上のＲ

ＲＶＰ・ＲＲＨＩＶＰ・ＶＰ及びＡＣＰで，分岐管口径５０mm以上の不断水

工事は，「弁付き割Ｔ字管 (ねじ込み形)」及び「おねじ付きソケット (ＰＰ

用) 」を使用する。 

(7) 分岐管口径４０mm以下の場合 

     ① 被分岐管がＰＰの切取り工事は，「チーズ（ＰＰ用）」を使用する。 

     ② 被分岐管が口径５０㎜のＲＲＨＩＶＰ・ＲＲＶＰ及びＡＣＰは，分岐管口径

２５㎜までとしサドル付分水栓を使用する。 

       尚，２５㎜以上を分岐するときは，管理者と協議をすること。 

(8)  分岐箇所にマーカーロケーティングシステム用の識別マーカー（水道用：青色）

を管上３０㎝の位置に設置すること。 

 

３．３．６ 分岐止めの方法 

不要となった給水装置は，その分岐箇所において撤去する。 



 

- 15 - 

 

(1) 「Ｔ字管」の撤去 

      給水装置が「Ｔ字管」で分岐されている場合は，「Ｔ字管」を撤去し，「切管（Ｄ

ＩＰ）」及び「継輪」を使用し，各継手部分には,「特殊押輪」を使用する。 

(2) 「割Ｔ字管」・「弁付き割Ｔ字管」の分岐止め 

      給水装置が「割Ｔ字管」又は「弁付き割Ｔ字管」で分岐されている場合は，「Ｔ

字管のフランジ形」は「フランジ蓋」を使用し，「Ｔ字管のねじこみ形」は「鋼

管用プラグ」を使用し，分岐止めを行う。 

(3) 「サドル付分水栓」の分岐止め 

       給水装置が「サドル付分水栓」で分岐されている場合は，「サドル付分水栓」の

「栓棒」を閉じ，「分止水栓用キャップ」を使用し，分岐止めを行う。 

(4) 「分水栓」の分岐止め 

       給水装置が「分水栓」で分岐されている場合は, 「分水栓」の「閉止」を閉じ，

「分水栓用キャップ」を使用し，分岐止めを行う。 

(5) 「チーズ」の分岐止め 

      給水装置が「チーズ」で分岐されている場合は，次の方法により行う。 

     ① 「ＧＰチーズ」の場合は，「プラグ」を使用し，分岐止めを行う。 

② 口径５０㎜「ＰＰ」の場合は，「チーズ」を撤去し，「切管（ＰＰ）」及び ｢ソ

ケット｣を使用し，施工する。 

③ 「ＬＰ」の場合は，「ブランチ部分」を撤去し，「切管（ＰＰ）」を使用し，

施工する。 

３．３．７ 管端処理方法 

(1) 開発行為等で取出しした場合の管端処理方法は，次の方法により行う。 

① 取出しのみの場合は，宅地内１．０ｍの位置に(2)の①～③を使用し，地下

に埋設する。なお，埋設されている管種・管径が判別できるよう地表に目印を

設置すること。 

(2) 管端処理方法は次のとおりとする。 

① 「ＧＰ」の場合は，「プラグ」を使用する。 

     ② 「ＲＲＶＰ」・「ＲＲＨＩＶＰ」の場合は，仕切弁を使用する。 

     ③ 「ＰＰ」の場合は，「パイプエンド」を使用する。 

 

３．４  仕 切 弁 ・ 止 水 栓 及 び 筐 の 設 置 

     仕切弁・止水栓及び筐の設置条件は，次の基準によるものとする。 

３．４．１ 仕切弁・止水栓の設置 

      給水装置には，給水の開始，休止，装置の修理その他維持管理を容易にする目

的で仕切弁・止水栓を設置する。 

３．４．２ 仕切弁・止水栓の種類及び使用範囲 
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      仕切弁・止水栓の種類及び使用範囲は，表１１のとおりとする。  

    表１１ 仕切弁・止水栓の種類及び使用範囲 

種     類 口  径 使用場所 

水道用ソフトシール仕切弁 ５０㎜以上 道路・宅地 

乙止水栓 ２０㎜～５０㎜ 宅地 

逆止弁付止水栓（スイング式） １３㎜～５０㎜ メーター前 

ＴＦバルブユニット・メーターユニット １３㎜～２０㎜ アパート・借家 

メーターユニット １３㎜～２０㎜ 中高層建物 

３．４．３ 仕切弁・止水栓の設置位置 

(1) 仕切弁・止水栓を設置する場合は，メーターの一次側に設置する。 

(2) 宅地内に直接引き込みする場合，口径５０㎜以上の仕切弁は，道路内に設置す

る。口径５０㎜未満の乙止水栓を設置する場合は，宅地内１ｍ以内に設置する。 

(3)  口径１３㎜～２０㎜のメーターには，逆止弁付止水栓（スイング式）またはＴ

Ｆバルブユニットをメーターます内に設置する。 

(4) 口径２５㎜～５０㎜未満のメーターには，逆止弁付止水栓をメーターます内に

設置する。 

(5) 口径７５㎜以上は管理者と事前に協議を行うこと。 

３．４．４ 仕切弁・止水栓の設置方法 

(1) 口径７５mm以上の仕切弁で，上流，下流側がＤＩＰの場合，仕切弁上流，下流

側共「短管１号又は２号」を使用し，継手部分に「特殊押輪」を使用する。 

(2) 口径７５㎜以上の仕切弁で，上流側がＤＩＰ，下流側がＲＲＶＰ・ＲＲＨＩＶ

Ｐの場合，上流側は，「短管１号又は２号」を使用し，継手部分には「特殊押

輪」を使用する。また，下流側には短管１号（離脱防止金具付）を使用する。 

(3) 宅地分譲・貸家等に給水する口径４０㎜以上の給水管には排水用に乙止水栓を

使用する。 

３．４．５ 仕切弁筐・止水栓筐の設置 

         仕切弁及び止水栓には，筐を設置する。 

(1) 仕切弁及び止水栓の開閉心を垂直にし，開閉操作に支障のないよう，筐の中心

になるように設置する。 

(2) 筐の基礎は，十分につき固めを行い，底板を敷く。 

(3) 筐の据付け高さは，仕上がり面と同一の高さとする。 

 

３．５  メ ー タ ー 及 び メ ー タ ー ま す の 設 置 

      水道メーター及びメーターますの設置は，次の基準によるものとする。 

３．５．１ 水道メーターの設置 

(1) １給水装置には，需要者の料金計算の基礎となる使用水量を積算計量するため

に，１個の水道メーター(以下「メーター」という。) を設置する。 
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    (2) メーターは，流水方向に注意し逆取付けをしてはならない。 

(3) アパート等のメーターは，各部屋と取り違えの無いようメーター番号に注意し

て設置しなければならない。 

３．５．２ メーター設置基準 

(1) 同一敷地内に２世帯以上が恒久的に独立して生活することが可能な建築構造の

場合は，世帯毎にメーターを設置する。 

(2) アパート等で散水栓等を共用する場合は，世帯毎にメーターを設置するほか，

共用部分にもメーターを設置する。 

(3) 同一敷地内で同じ事業活動に使用される給水装置については，建築物の棟数に

関係なく用途別に１個のメーターを設置する。（学校・病院・工場等） 

(4) 受水槽式給水に設置するメーターの最小口径は２０㎜とする。 

３．５．３ メーターの設置位置 

(1) 給水装置の分岐地点に近い宅地内１．０ｍ以内に設置する。なお，設置位置の

決定が困難な場合は，事前に打ち合わせをする。 

 (2) 水平に設置する。 

     (3) 検針及び維持管理に支障の無い場所に設置する。 

     (4) 汚水等が入らず，常に乾燥している場所に設置する。 

     (5) 日当たりがよく，凍結の生じがたい場所に設置する。 

    (6) 車庫内（シャッター付き）・ゴミ置場・庭園・花壇等には設置しない。 

    (7) 申込時の設計図・竣工図に宅地内１．０ｍに設置予定の構造物を記載する。 

なお，改造申請の場合，届書と一緒に現場写真を添付する。 

３．５．４ メーターの選定 

      メーターは，給水装置の使用実態を考慮して，適正な口径，形式のものを 

表１４より選択し，取出し口径以下のものを使用する。 

３．５．５ メーターの設置方法 

(1) 口径１３㎜・２０㎜・２５mm・３０㎜・４０㎜・５０mmの場合 

       メーターます内の上流部に逆止弁付止水栓を設置する。 

    (2) 口径１３mm～４０㎜のメーターの場合は，設置後にねじれの起こらないよう十

分に注意し各継手を締付ける。 

    (3) 口径５０mmの場合 

       メーターます内にメーターを設置し，下流側に「ＰＰ」か「ＳＧＰ」を１．０

ｍ以上使用する。 

       (4) 口径７５㎜以上は管理者と事前に協議をすること。 

３．５．６ メーターますの設置 

    (1) メーターます 

① メーター口径１３㎜～４０㎜の場合 



 

- 18 - 

 

ア メーターますは，凍結を防止できる耐寒型・底板付きで，上蓋に保温材入

りのものとする。 

イ メーターます内の構造は，メーターや止水栓及び逆止弁等の装着が可能で，

交換や点検等が容易に出来る大きさとし，メーターの深さがメーター上部

で３０ｃｍ以上となる深さのものを設置すること。 

ウ 蓋は，脱着自在で，内部に金属探知器に反応する感応リング，又は感応板

を装備しているもの。 

エ 蓋の強度は，静荷重試験を行っているものとし，本体部分は対土圧や側

圧・衝撃等に十分な強度を有するもの。 

オ 蓋の表面には，「市章マーク」・「積載禁止」・「量水器」の文字が明記され

ているものとし，色は「青色」とする。ただし，設置場所の状況に応じて

鉄蓋を使用する場合，または，メーター口径が３０㎜以上の場合はこの限

りでない。 

カ 蓋には，蓋を開閉するときに，検針棒が入る程度の穴があること。 

キ メーターますの枠・蓋・本体・調整枠・底板等の材質は，ＡＢＳ樹脂製・

ＦＲＰ製・ＰＶＣ樹脂製・ＦＲＴＰ製等リサイクル樹脂製等とする。ただ

し，設置場所の状況に応じて鉄枠・鉄蓋を使用する場合は，別途協議とす

る。 

ク ア～キ以外については，別途協議とする。 

② メーター口径５０㎜の以上場合 

ア 別途協議とする 

③ メーターます内蓋に施工業者名及び連絡先を記入すること。 

 

３．６   配  管 

３．６．１ 管種別使用区分 

        管種別使用区分は，表１３のとおりとする。 

３．６．２ 配管の原則 

(1) 給水装置には，止水栓・水道メーター及び給水用具を設置する。 

(2) 給水管を道路内に布設する場合は，横断は直角配管とし，縦断は官民境界と平

行に，占用位置を守り埋設する。 

(3) 宅地内に引き込む給水管で道路縦断配管のうえ口径変更を伴う場合は，縦断配

管上で径違い継手を使用する。 

(4) 給水管を構造物（側溝・石垣等）と平行して布設する場合は，その構造物から

３０cm以上離して配管する。 

(5) 給水管を他の地下埋設物と平行して埋設する場合は，３０cm以上また，立体交

差の場合は，３０cm以上の離隔をそれぞれ外面で保ち，立体交差する部分には，
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保温筒（発泡スチロール）又はサンドクッション等の適切な措置を講ずる。 

(6) 給水管を石積，屋外の横走り等に露出配管する場合は，２ｍ間隔を基準に金具

等で固定する。 

(7) 道路及び通路に布設する共用管で，口径４０㎜以上の場合は，排水装置を設置

する。 

(8) メーター以降の給水管は，口径２０mm以上とする。 

(9) 耐用年数を超える給水管については，漏水の原因となるため，改めて取出しか

ら宅地内の給水管布設替えを行う。なお，給水管の耐用年数はおよそ４０年を

超えるものとする。 

３．６．３ 配管の方法 

(1) 屋外埋設配管 

     ① 道路縦断及び宅地内配管の口径７５㎜以上は「ＤIＰ」・「ＲＲＨＩＶＰ」・「Ｒ

ＲＶＰ」・「ＰＥ」，口径５０㎜以下は「ＰＰ」を使用する。 

     ② 水路の伏越しの口径７５mm 以上は「ＤＩＰ」，口径５０㎜以下は「ＰＰ」を

使用し，水路等の下部より３０cm 以上の離隔をとり「さや管（ＧＰ）」を使

用し防護する。 

③ 石積及び擁壁等への配管で次の場合，埋設配管は，口径７５㎜以上は「ＤＩ

Ｐ」，口径５０mm以下は「ＰＰ」を使用する。 

      ア 道路舗装面から石積み高さが２ｍ未満の場合。 

      イ 開発行為等で石積み及び擁壁を築造する場合。 

     ④ 国道の車道部分に配管する口径５０㎜以下の場合は，さや管で防護する。 

     ⑤ ガソリンスタンド又は宅地内土壌が油脂混じりとなる場所に配管する場合は，

「ＳＧＰ－ＰＤ」を使用する。 

(2) 屋外露出配管 

     ① 立ち上り管及び建物廻りの露出配管は，口径２０mm以上の「ＳＧＰ－ＶＢ」・

「ＳＧＰ－ＰＢ」を使用する。 

     ② 水路等に添架する場合は、立ち上り管上流側に「甲止水栓（ボール式）」を設

置し，止水栓上流側に「ＰＰ」を，下流側に「ＳＧＰ－ＶＢ」・「ＳＧＰ－Ｐ

Ｂ」を使用する。 

     ③ 石積及び擁壁等への配管で次の場合，露出配管は，立ち上り管上流側に「甲

止水栓（ボール式）」を設置し，止水栓上流側に「ＰＰ」を，下流側に「Ｓ

ＧＰ－ＶＢ」・「ＳＧＰ一ＰＢ」を使用する。 

      ア 道路舗装面から石積み高さが２ｍ以上の場合。 

      イ 既設の石積み及び擁壁等で埋設配管が困難な場合。 

３．６．４ 埋設深度は，以下のとおりとする。 

(1) 埋設場所が道路（国・県・市・私）の場合は，道路の舗装の厚さに３０cmを加
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えた値（当該値が６０cmに満たない場合は，６０cm）以上とする。 

(2) （１）以外の場合は，凍結深度を考慮し４５cmとする。 

      なお，岩出山地区及び鳴子地区については６０cmとする。 

   (3) メーターます内は，メーター上部で３０cm以上とする。 

 

３．７  保 護 ・ 保 温 工 事 

      埋設管の腐食，露出配管の腐食，凍結防止のため保護・保温工事をする。 

３．７．１ 保護工 

(1) 各種ケーブル線に近接して配管する場合は，絶縁材料で防護し，３０㎝以上離

して布設する。 

(2) 「ＤIＰ」を埋設する場合，次の要領により防食ポリエチレンスリーブ被覆を行

う。 

① ポリエチレンスリーブを管にかぶせ，管の外面にきっちりと巻きつけるため

余分のスリーブを折りたたみ，スリーブ両端を固定用ゴムバンドで固定し，

外面に沿わせて胴巻きテープで１ｍ間隔に巻く。 

     ② ポリエチレンスリーブの合わせ継目は，少なくとも３０㎝以上重ねる。 

③ 管にスリーブを固定する場合は，管頂部の折り曲げてできる重ね部分（三重

部分）が管頂部にくるようにする。 

④ 仕切弁，分岐部等でポリエチレンスリーブをかぶせることの出来ないものに

ついてはポリエチレンスリーブを切り開いて（又はポリエチレンシートを使

用）使用する。 

⑤ ポリエチレンスリーブは，傷がつき易く，また，裂け易いため被覆時には，

ボルト，突起物等に十分注意して余裕をもたせて使用する。 

⑥ 埋戻し時には，土の偏重等により傷がつき易いため，管上部を適当な方法で

保護し，管の周囲は砂等により丁寧に埋め戻す。 

(3) 「割Ｔ字管」及び「弁付き割Ｔ字管」を設置したところには，「ポリエチレンス

リーブ」又は「ポリエチレンシート」で被覆する。 

    (4) 「サドル付き分水栓」「ＲＲ用離脱防止金具」を設置したところには，「ポリエチ

レンシート」で被覆する。 

    (5) 「ＳＧＰ－ＶＢ」・「ＳＧＰ一ＰＢ」を埋設する場合は，継手部分を含め腐食防

止のため，次の要領により「防食テープ」を巻く。 

     ① 防食テープは，二重巻きをする。 

     ② 防食テープの外面に傷をつけないよう注意する。 

     (6) 水路の伏越し，添架等の場合は，「さや管（ＧＰ）」で防護する。 

     (7) 管の末端，曲部，接合部等で離脱の恐れのある場所は，次の要領により適切な

防護措置をとる。 
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     ① 「ＤIＰ」設置の場合は，「特殊押輪」を使用する。 

     ② 「ＲＲＶＰ」・「ＲＲＨＩＶＰ」設置の場合は，「ＲＲ用離脱防止金具」を使用

する。 

(8) 口径５０㎜以上の管を道路に配管する場合は，次の要領により「管の明示」を

行う。 

     ① 明示に使用する材料 

       管上明示シートは，幅１５０㎜，胴巻きテープは，幅５０㎜テープの地色は

青色，文字は白色を使用する。 

     ② 胴巻きテープの間隔 

       管長４ｍ以下の場合は３箇所（管の両端から５０㎝程度及び中間１箇所），管

長５ｍ～６ｍの場合は４箇所（管の両端から５０㎝程度及び中間２箇所）に

巻きつける。 

     ③ 管上明示シートの間隔 

       管上明示シートは，水道管破損防止用として設置するもので，道路面から深

さ３０㎝の位置に設置する。 

マーカーロケーティングシステム用の識別マーカー（水道用：青色）は管上

明示シートの下に設置し，明示シートに打ち込まないこと。 

     ④ 明示の方法 

       (a) 明示シートは，当年度（西暦表示）のものとする。 

      (b) 埋設管の管頂部には，全延長に天端テープ（胴巻きテープ）を貼りつける。 

       (c)  胴巻きテープは，１回半巻きとする。 

(9) 管の支持 

      屋外の露出配管は，管のたわみ等を防止するため，２．０ｍ間隔を標準に支持

金具等で固定する。 

(10) 埋設管の防護 

       埋設管と他の埋設管及び地下構造物との離隔を，３０㎝以上設けられない場合

は，「ポリスチレンフォーム」及び「ビニルテープ」で防護する。 

３．７．２ 屋外配管の保温工 

(1) 口径２０㎜以上の石積み等の露出配管は，「ポリスチレンフォーム」・「スポンジ

テープ」及び「ビニルテープ」を使用し，巻厚が３０㎜以上となるよう三重巻

きをする。 

(2) 埋設管と石積み，擁壁等との離隔を，３０㎝以上設けられない場合及び埋設深

度が４５㎝より浅くなる場合，「ポリスチレンフォーム」及び「ビニルテープ」

を使用し，巻厚が３０㎜以上となるよう二重巻きをする。 

(3) 水路に添架する場合は，「ポリスチレンフォーム」・「スポンジテープ」及び「ビ

ニルテープ」を使用し，巻厚さが３０㎜以上となるよう三重巻きをし，「さや管
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（ＧＰ）」に納める。なお，管の口径は凍結を考慮する。 

(4) 水路を伏越しする場合は，「ポリスチレンフォーム」及び「ビニルテープ」を使

用し，巻厚が３０㎜以上となるよう二重巻きをし，「さや管（ＧＰ）」に納める。 

４   地 域 的 特 性 

 

４．１  地 域 的 特 性 

     寒冷地の特性として以下の項目について，使用材料，及び工法等について指定を

行う。 

４．１．１ 使用材料及び工法 

(1) 埋設管 

      ① 口径１３㎜～５０㎜は，「ＰＰ」を使用する。但し特別な場合を除く。 

② 口径７５㎜～１００㎜は，「ＲＲＶＰ」・「ＲＲＨＩＶＰ」・「ＤＩＰ」を使用

する。 

      ③ 口径１５０㎜以上は，「ＤＩＰ」を使用する。 

    (2) 埋設管と立ち上り管との接続 

       埋設管と立ち上り管との接続は，伸縮可とう性のある継手を使用し接続する。 

    (3) 配水管及び給水管（メーターまで）にはロケーティングワイヤーを布設する。 

 

４．２  埋 設 深 度 

     宅地内の埋設深度は「通知」では，３０㎝以上とあるが，凍結深の違いによる安

全を考慮し４５㎝を埋設深度とする。なお，岩出山地区及び鳴子地区については

６０cmとする。 

 

４．３  逆 止 弁 の 設 置 

     給水装置には，配水管の水圧低下又は断水等によって生じた負圧による汚水の吸

引を防ぐため，逆止弁を設置する。 

     ただし，受水槽式給水で定水位弁を使用する場合は，逆止弁の設置を省略できる。 

４．３．１ 逆止弁の種類 

(1) 口径１３㎜～５０mmは，リフト式を標準とする。 

(2) 口径７５㎜以上は，鋳鉄 0.98㎫，（10 kgf／㎤）スイング式を標準とする。 

４．３．２ 逆止弁の設置位置 

    (1) 口径１３㎜～２０mmは，メーターます内に設置する。（貸家等） 

    (2) 受水槽式給水には，水槽内のボールタップの上流側に設置する。 

４．３．３ 逆止弁の設置方法 

    (1) リフト形は水平に，スイング式は垂直に設置する。 

    (2) 流水の方向に注意し，逆取付けをしてはならない。 
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    (3) 口径７５mm以上は，「ＳＧＰ－ＶＢ」・「ＳＧＰ－ＰＢ」にねじ込み接続する。 

(4) 受水槽内に設置する場合は，上流側は「ＳＧＰ－ＶＢ」・「ＳＧＰ－ＰＢ」にね

じ込み接続し，下流側には「ニップル（樹脂コーティング管継手）・「ソケット

（管端防食継手）」を使用し，ボールタップに接続する。 

(5) 受水槽式給水の非常用水栓の場合は，上流側がＰＰのときは［おねじ付きソケ

ット］を使用し，下流側には振止め０．３ｍの「ＳＧＰ－ＶＢ」又は「ＳＧＰ

－ＰＢ」を使用し，キー付不凍給水栓（吸気弁付き）に接続する。 

 

４．４  凍 結 防 止 給 水 用 具（水抜装置） 

      給水装置のうち，立上がり管以降の管内の水を外部に排出し，凍結を防止するた

め１個以上の水抜装置を設置する。 

      ただし，高断熱，省エネルギー等高規格住宅で立ち上り管以降での凍結が予防で

きるものについては，水抜装置の設置を省略することが出来る。 

     設置する水抜装置は，以下のものから，設置場所，利便性，維持管理等を考慮し

使用者と協議のうえ最善のものを選択し使用することが望ましい。 

４．４．１ 凍結防止給水用具の種類 

(1) 不凍栓 

       給水管路の途中に設置し，給水管内の水を地中に排出して凍結を防止する構造

をもつバルブの総称。 

     ① 不凍給水栓 

       外とう管が揚水管（立ち上り管）を兼ね，揚水管及び地上配管内の水を凍結

深度以下の地中に排出する構造をもつ不凍栓。 

     ② 不凍水抜栓 

       外とう管と揚水管（立ち上り管）とが分離され，揚水管及び地上配管内の水

を凍結深度以下の地中に排出する構造をもつ不凍栓。 

     ③ 不凍水栓柱 

       揚水管に直接１個の給水用具が接続され，主として屋外の散水用として使用

される不凍栓。 

     ④ 不凍バルブ 

       流出側配管内の水を凍結深度以下の地中で排出する構造をもち，屋外に設置

する不凍栓。 

(2) 水抜バルブ 

       給水管にバルブを設置し，直近の下流側にチーズ・バルブを設置し管内の水を

排出する方法。 

    (3) 加温式凍結防止器 

        屋外立ち上り管に電熱ヒータを巻き付け，立ち上り管をあたためて凍結を防止
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するもの。 

４．４．２ 不凍栓の具備すべき条件 

        不凍栓は次の性能基準に適合しているものを使用するのが望ましい。 

(1) 吐水性能 

        用途に応じた十分な吐水流量を確保できるもの。 

(2) 排水性能 

       管内水の排出に時間がかかる場合は，管内の水が凍結するおそれがあるため，

一定時間内に排出できる構造のもの。 

     (3) 逆流防止性能 

        排水弁からの逆流がない構造のもの。 

     (4) 中間漏水防止性能 

       主弁の開閉操作の途中において，排出口への流出がない構造のもの。 

     (5) 維持管理 

        保守点検等が容易な構造のもの。 

       主弁等の取り替え等が，掘削する事無く外部から取り外し交換が可能な構造の

もの。 

４．４．３ 不凍水抜栓の種類 

      ハンドルの操作方法により次の種類のものから選択し設置する。 

(1) 屋外操作型水抜栓 

        ハンドルが地下にあり操作時は屋外で行う。 

       散水栓等に使用するのが望ましい。 

    (2) 屋内操作型水抜栓 

       ハンドルを屋内に設置し操作は屋内から出来る。 

       ２階等ではハンドル操作用の連結棒が屋外に設置されるので，アパート等の避

難通路の確保や美観上の欠点がある。 

     (3) 電動操作型水抜栓 

       ハンドル操作をモーターで行い，操作は屋内に設置する操作盤により行う構造

のもの。  

       アパート等の避難通路の確保が困難な場合，美観上屋内操作型の設置が出来な

い場合に使用するのが望ましい。                               

     ① 手動式 

       水抜き・再通水を操作盤のボタンで行うもの。 

     ② 自動式 

       水抜きは立ち上り管に水温を感知するセンサーを設置し，自動で水抜きを行

い，再通水は操作盤のボタンで行うもの。                           

        長期不在となるアパート等に使用するのが望ましい。 
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４．４．４ 排水処理 

      不凍栓から排水された水は次により処理を行うことが望ましい。 

(1) 排水は凍結深度以下の地中浸透とし，浸透ます等を設置する。 

４．５  立 上 り 管 以 降 の 配 管 特 例 

       寒冷地においては，メーター口径が１３㎜であっても給水装置の立ち上り管以

降の配管口径は，管内の水が凍結するまでの時間を考慮し，口径２０㎜以上とす

る。ただし，架橋ポリエチレン管の２０㎜未満を使用する場合， 

(1)  高気密，高断熱，省エネルギー等高規格住宅で立ち上り管の凍結が予防できる

もの。 

(2)  申込者・施工業者・指定工事事業者の３者の署名，押印がある願い書。 

(3)  寒冷地以外の地域の場合（鹿島台，松山地域） 

いずれかに該当するものについては，口径２０㎜未満とすることができる。 

 

４．６  非 常 用 水 栓 

     受水槽式給水の給水方式で，災害時及び停電等，不測の事故等の場合にも給水の

確保が出来るようメーター下流側に外部水栓１個を設置する。 

４．６．１ 使用する非常用水栓の種類 

      キー付き不凍給水栓（吸気弁内蔵）を使用する。 

４．６．２ 非常用水栓の設置 

      メーター下流側の屋外埋設管（主管）から分岐し，逆止弁を設置し，キー付き

不凍給水栓を設置する。 

 

５   メ ー タ ー 以 降 給 水 用 具 ま で 

 

５．１  基 本 事 項 

     基本となる「通知」に基づき，給水管及び給水用具を使用し施工するが，以下の

項目について維持管理等を考慮し，選択し使用するのが望ましい。 

 

５．２  給 水 管 

     使用する給水管は，使用箇所に最も適しているものを選択し使用することが望ま

しい。 

５．２．１ 屋外埋設配管 

(1) 鋼管よりは，塩ビ管の方が耐腐食性がある。 

(2) 油脂交じり土壌・有機溶剤等の浸透する場所は，対応管を使用することが望ま

しい。 

      （ガソリンスタンド・整備工場・薬品工場等） 
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(3) アパート等で凍結のおそれのあるところは，鋼管を使用するのが望ましい。解

氷作業が容易（電気解氷が可能）。 

５．２．２ 屋内配管 

      立ち上り管以降の給水管は，凍結，解氷等の維持管理を考慮し，金属管を使用

するのが望ましい。 

５．２．３ 給水管及び継手 

      給水管に使用する管及び継手は，管種による特長を考慮し，使用箇所に最も適

した管及び継手を選択し使用することが望ましい。 

(1) 水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管（SGP-VA,SGP-VB,SGP-VD） 

      ① 利点 

      ・ 引張り強さが大で，外傷等の懸念が少ない。 

      ・ 立ち上り管や屋内配管等に適している。 

      ・ 管内にスケールの発生がない。 

      ・ 管内が凍結した場合電気解氷器の使用が可能である。 

     ② 欠点 

      ・ 他の管に比較しで工作手間がかかる。 

      ・ 外面の酸食あるいは電食を受けやすい。 

      ・ 高温によりライニング部材の変形，剥離が起こりやすい。 

    (2) 水道用ポリエチレン粉体ライニング鋼管（SGP-PA,SGP-PB,SGP-PD） 

     ① 利点 

      ・ 引張り強さが大で，外傷等の懸念が少ない。 

      ・ 立ち上り管や屋内配管等に適している。  

      ・ 管内にスケールの発生がない。 

      ・ 管内が凍結した場合電気解氷器の使用が可能である。 

     ② 欠点 

      ・ 他の管に比較して工作手間がかかる。 

      ・ 外面の酸食あるいは電食を受けやすい。 

・ 高温によりライニング（ポリエチレン）が変質及び剥離するおそれがある。 

(3) 水道用ステンレス鋼管（SSP） 

     ① 利点 

      ・ 軽量で運搬に便利である。 

      ・ 耐食性に優れ，管内にスケールの発生がない。 

    ② 欠点                   

・ 肉厚が薄いためつぶれやすいので，運搬，施工及び布設は丁寧にする必要

がある。 

・ 保管時にもらいさびを受けることがあるので，他の鋼管類等に接触させな
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い方法で保管する必要がある。 

・ 管内が凍結した場合電気抵抗値が大きいので，電気解氷器の使用はできな

い。 

      ・ 比較的価格が高い。 

(4) 水道用銅管（CP） 

     ① 利点 

      ・ 軽量で運搬に便利である。 

      ・ 耐アルカリ性でコンクリート及びモルタル内の埋設に適する。 

      ・ 管内にスケールの発生がない。 

     ② 欠点 

      ・ 遊離炭酸が多い水道水に適さない。 

      ・ 電食を受けやすい。 

      ・ 肉厚が薄いため，つぶれやすい。 

・ 管内が凍結した場合電気抵抗値が大きいので，電気解氷器の使用は難しい。 

      ・ 比較的価格が高い。 

(5) 水道用耐熱性硬質塩化ビニルライニング鋼管（SGP-HV） 

     ① 利点 

      ・ 耐食性に優れている。 

      ・ 耐熱性に優れている。 

      ・ 引張り強さが大で，外傷等の懸念が少ない。 

      ・ 立ち上り管や屋内配管等に適している。 

      ・ 管内にスケールの発生がない。 

      ・ 管内が凍結した場合電気解氷器の使用が可能である。 

     ② 欠点 

      ・ 他の管に比較して工作手間がかかる。 

      ・ 外面の酸食あるいは電食を受けやすい。 

      ・ 高温によりライニング (ビニル) 部材の変形，剥離が起こりやすい。 

      ・ 比較的価格が高い。 

(6) 水道用硬質塩化ビニル管（VP） 

     ① 利点 

      ・ 耐食性が良好で酸食，アルカリ食及び電食のおそれがない。 

      ・ 管肌がなめらかでスケールの発生がない。 

      ・ 施工が容易である。 

      ・ 軽量で運搬取扱いが便利である。 

     ② 欠点 

      ・ 凍結した場合破損しやすい。 
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      ・ 熱及び衝撃に弱い。 

・ 外傷を受けると強度が低下するため，運搬，施工及び布設を丁寧にする必

要がある。 

      ・ 有機溶剤に侵されやすい。 

(7) 水道用耐衝撃性硬質塩化ビニル管（HIVP） 

     ① 利点 

      ・ 比較的衝撃に強い。 

      ・ 耐食性が良好で酸食，アルカリ食及び電食のおそれがない。 

      ・ 管肌がなめらかでスケールの発生がない。 

      ・ 施工が容易である。 

      ・ 軽量で運搬取扱いが便利である。 

     ② 欠点 

      ・ 凍結した場合破損しやすい。 

・ 外傷を受けると強度が低下するため，運搬，施工及び布設を丁寧にする必

要がある。 

      ・ 有機溶剤に侵されやすい。 

      ・ 直射日光にあてると衝撃強さが低下する。 

(8) 水道用ポリエチレン２層管（PP） 

     ① 利点 

      ・ たわみ性に富む。 

      ・ 耐食性が良好で酸食，アルカリ食及び電食のおそれがない。 

      ・ 軽量で耐寒性及び耐衝撃強さが大きい。 

      ・ 施工が容易である。 

     ② 欠点 

      ・ 可燃性で高温に弱い。 

・ 柔軟性があるが外傷を受けやすいため，運搬，施工及び布設を丁寧にする

必要がある。 

      ・ 引張り強度が小さい。 

・ ガソリン・シンナー等に触れるおそれがある箇所への使用は水に臭気が移

るので避けること。        

    (9) 架橋ポリエチレン管（XPEP） 

     ① 利点 

      ・ 耐熱性及び耐食性に優れている。 

      ・ 軽量で柔軟性に富んでいる。 

      ・ 管内スケールの発生がない。 

      ・ 施工が容易である。 
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      ② 欠点 

・ 熱による膨張破裂のおそれがある。 

(10) ポリブテン管（PBP） 

      ① 利点 

      ・ 高温時でも高い強度を持っている。 

      ・ 熱水による腐食も起こりがたい。 

      ② 欠点 

      ・ 熱による膨張破裂のおそれがある。 

(11) 水道配水用ポリエチレン管（PE） 

      ① 利点 

      ・ 耐食性にすぐれている。 

      ・ 重量が軽く施工性がよい。 

      ・ 内面粗度が変化しない。さや管ヘッダー方式の給水管・給湯管に使われる。 

      ② 欠点 

      ・ 管体強度は，金属管に比べ小さい。 

      ・ 熱・紫外線に弱い。 

      ・ 有機溶剤による浸透に注意する必要がある。 

 

５．３  給 水 用 具 

     給水用具のうち継手については，給水管別に最も適したものを使用する。 

５．３．１ ライニング鋼管の継手 

      鋼管の継手は，接合部からのさび等の発生を防止するため管端防食コア内蔵の

継手を使用する。 

 

５．４  施 行 方 法 

     埋設給水管と構造物との地震等による相対変位を吸収するため以下の項目につい

て考慮する必要がある。 

５．４．１ 埋設管と立ち上り管（建築物） 

      埋設給水管と立ち上り管の接続は，地震等による揺れの違いを吸収するため，

可とう性のある接続方法とすることが望ましい。 

    例 ① メカエカル形樹脂コーティング管継手の使用（メカエルボ） 

      ② フレキシブル管継手 

      ③ 埋設給水管（ＰＰ）に直接，立ち上り管を接続する方法 

５．４．２ 埋設管と立ち上り管（受水槽） 

      立ち上り管を受水槽等に支持（固定）する上流側に可とう性のある継手を使用

することが望ましい。 
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    例 ① フレキシブル管継手 

 

５．５  保 護 ・ 保 温 工 事 

     埋設管の腐食，露出・屋内配管の腐食，凍結防止のため保護・保温工事をするの

が望ましい。 

５．５．１ 保護工 

(1) 給水管の埋設 

      埋戻し時には，土の偏重等により傷がつき易いため，管の周囲は砂等により丁

寧に埋め戻すことが望ましい。 

     (2) 給水管の腐食防止 

      「ＳＧＰ－ＶＢ」・「ＳＧＰ－ＰＢ」を埋設する場合は，継手部分を含め腐食防

止のため，次の要領により「防食テープ」を巻き腐食を防止することが望まし

い。 

     ① 防食テープは，二重巻きをする。 

     ② 防食テープの外面に傷をつけないよう注意する。 

(3) 露出給水管の保護 

      水路の伏越し，添架等の場合は，「さや管（ＧＰ）」で保護することが望ましい。 

     (4) 管の支持 

      屋外の露出配管は，管のたわみ等を防止するため，２．０ｍ間隔を標準に支持

金具等で固定するのが望ましい。 

    (5) 埋設給水管の保護 

      埋設管と他の埋設管及び地下構造物との離隔を，３０㎝以上設けられない場合

は，「ポリスチレンフォーム」及び「ビニルテープ」で保護するのが望ましい。 

５．５．２ 給水管の保温工 

      給水管には，凍結防止のため以下の項目について，保温工を施すことが望まし

い。 

(1) 屋外給水管の保温 

① 口径２０㎜の「立ち上り管」・「横走り管」及び「石積み等の露出配管」は，

「ポリスチレンフォーム」を使用する。 

② 口径２５㎜以上の「立ち上り管」・「横走り管」及び「石積み等の露出配管」

は，「ポリスチレンフォーム」・「スポンジテープ」及び「ビニルテープ」を

使用し，巻厚が３０㎜以上となるよう三重巻きをする。 

③ 地盤沈下地帯に使用する「地盤沈下地帯用フレキシブル管」は，「スポンジ

テープ」及び「ビニルテープ」を使用し，巻厚が３０㎜以上となるよう二重

巻きをする。 

④ 「立ち上り管」「横走り管」は，必要に応じ「加温式凍結防止器」を取り付
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けることができる。 

⑤ 埋設管と石積み，擁壁等との離隔を，３０㎝以上設けられない場合及び埋設

深度が４５㎝より浅くなる場合，「ポリスチレンフォーム」及び「ビニルテ

ープ」を使用し，巻厚が３０㎜以上となるよう二重巻きをする。 

⑥ 水路に添架する場合は，「ポリスチレンフォーム」・「スポンジテープ」及び

「ビニルテープ」を使用し，巻厚が３０㎜以上となるよう三重巻きをし，「さ 

    や管（ＧＰ）」に納める。 

⑦ 水路を伏越しする場合は，「ポリスチレンフォーム」及び「ビニルテ－プ」

を使用し，「巻厚が３０㎜以上となるよう二重巻きをし，「さや管（ＧＰ）」

に納める。 

(2) 屋内配管の保温工 

① 温度条件が屋外に準ずる天井裏，床下等の配管は，「ポリスチレンフォー

ム」・「スポンジテープ」及び「ビニルテ－プ」を使用し，巻厚が３０㎜以上

となるよう三重巻きをする。また，「発泡ウレタンフォーム系保温材」を使

用することができる。 

② 羽目板内，間仕切内の横引き，外壁貫通部分等の配管は，「保温チューブ（給

水用）」又は「スポンジテープ」及び「ビニルテープ」を使用する。 

(3) 給湯配管の保温工 

① 温度条件が屋外に準ずる天井裏，床下等の配管は，「ポリスチレンフォー

ム」・「スポンジテープ」及び「ビニルテープ」を使用し，巻厚が３０㎜以上

となるよう三重巻きをする。また，「発泡ウレタンフォーム系保温材」を使

用することができる。 

② 羽目板内，間仕切内の横引き，外壁貫通部分等の配管は，「保温チューブ（給

湯管）」又は「スポンジテープ」及び「ビニルテープ」を使用する。 

      ③ 屋外の場合，「ビニル角柱（解体形）」を使用することが出来る。 

 

６   検   査 

 

６．１  竣 工 検 査 

     給水装置工事の検査は，法第１６・１７・１８・１９条，条例第７条第２項及び，

当基準に基づき竣工検査を行う。 

６．１．１ 竣工検査について 

      竣工検査は竣工図を照合して次の各号に掲げるものについて行う。 

(1) 給水管及び給水用具は日本工業規格（ＪＩＳ），又は厚生省令第１４号に定め

る基準に適合しているもの（認証品）を設計どおり使用の可否。 

(2) 給水装置の出来形が設計図との相違の可否。 
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(3) メーターの設置場所は適当か。 

(4) 埋設深度は規定に反していないか。 

(5) 取出し，分岐，口径，変更箇所，屈曲箇所の工法。 

(6) 耐圧試験の結果，漏水の有無。（量水器毎のチャート紙の提出） 

   耐圧試験は表１２のとおりとする。 

表１２  試験圧力と加圧時間 

口 径 試験圧力 ＭＰａ 加圧時間 

５０ｍｍ以下 ０．９８ １５分 

７５ｍｍ以上 ０．７５ ６０分 

※井戸水から上水道への切替え及び受水槽式給水から直結式給水への切替え，または既

設給水管がある場合は，地圧に０．２ＭＰａ加えた圧力とする。 

(7) 凍結の恐れのある箇所の防寒装置。 

(8) 受水槽，温水器等の連結の完備。 

(9) 上水道以外の管と連結していないか。 

(10) 断水，水圧減の際，汚水浸透の恐れがないか。 

(11) 埋戻し，路面復旧，跡片付けが完全かどうか。 

(12) 隠蔽箇所の写真確認。 

(13) 水質検査 

   水質基準は表１３のとおりとする。 

表１３  水質基準 

検査項目 
検査基準数値 

水道法 
竣工検査 中間検査 

残留塩素 ０．２mg/ℓ以上 ０．２mg/ℓ以上 
０．２mg/ℓ以上 

１．０mg/ℓ以下 

PH値 
６．０以上 

７．６以下 

６．０以上 

７．６以下 

５．８以上 

８．６以下 

色 度 １．５度未満 １．５度未満 ５．０度以下 

濁 度 ０．３度未満 ０．５度未満 ２．０度以下 

臭 気 異常でないこと 異常でないこと 異常でないこと 

味 異常でないこと 異常でないこと 異常でないこと 

６．１．２ 指定工事業者は検査当日給水装置の各部分を露出しておくこと。 

６．１．３ 指定工事業者は工事竣工検査前に給水装置の主要部分が建物その他構造物の中

に入るため，前項に従うことが出来ない時は，当該工事の竣工検査を待たずに

その部分について給水装置工事中間検査願いを管理者に提出し，検査を受ける
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こと。 

６．１．４ 管理者が竣工検査に必要と認めたときは，埋設部分についても指定工事業者に

指示して掘り起し露出させ検査することがある。 

６．１．５ 指定工事業者が竣工検査を受けるときは，検査に必要な準備をしておくこと。 

 

６．２ 中 間 検 査 

６．２．１ 中間検査について 

      竣工検査時に，確認できない施工部分については，中間検査を受けること。 

（例）・配水管及び供用管から分岐工事等 

 

６．３ 再 検 査 

６．３．１ 再検査について 

      検査の結果，不適切と認めた場合は，改めて検査を受けること。 

 

６．４ 竣 工 検 査 合 格 証 明 書 

６．４．１ 竣工検査合格証明書について 

      管理者は竣工検査合格後，「給水装置工事竣工検査合格証明書」（様式８号）を

発行する。 

      指定工事業者は，竣工検査合格日以降速やかに「給水装置工事竣工検査合格証

明書」の交付を受け，給水装置工事施行承認申込書（様式１－１号）による申

込者（給水装置所有者）に遅滞なく，給水装置工事竣工検査合格証明書を以て

工事の完了を報告すること。 

 

７   手 続 き 方 法 

 

７．１  申 込 の 手 続 き 

７．１．１ 一般事項 

(1) 給水装置の工事を行うときは，あらかじめ管理者の承認を受ける。 

(2) 管理者は，必要があると認めたときは，申込者に対し当該工事に関する利害関

係人の同意書等の提出を求めることができる。 

     (3) 給水装置工事の設計及び施行は，指定工事事業者が行う。 

(4) 指定工事事業者が工事を施行しようとする場合，管理者に申込を行い設計につ

いて審査を受ける。 

    (5) 給水方式が変更になる工事は，事前に協議の上行う。 

    (6) 該当する敷地内に不要となる給水装置がある場合，すべて撤去工事を行う。 

(7) 既設の取出しを再使用する場合，必要口径の２段上までとし，それ以上の時は
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分岐止めを行い再分岐を行う。 

    (8) 受水槽式給水は，事前に協議を行うこと。 

７．１．２ 給水装置工事施行承認申込書及び添付書類 

(1)  給水装置工事施行承認申込書の記入事項（様式１－１号） 

     ① 給水装置工事場所（住居表示指定区域は住居表示番号） 

     ② 給水種別 

     ③ 工事内容 

     ④ 工事予定（着工・竣工） 

     ⑤ 給水装置使用者氏名 

     ⑥ 関係者の承諾確認 給水装置工事に関する利害関係人同意書 

・ 土地使用承諾…他人の土地及び他人の構築物に給水装置（管）を設置する 

  場合（土地使用を承諾する文言・所有者の住所・署名・押印） 

・ 分岐承諾…他人の給水装置（管）から分岐する場合（給水装置（管）から分 

  岐を承諾する文言・給水装置（管）所有者の住所・署名・押印） 

     ⑦ 給水装置申込者（住所・氏名・押印） 

     ⑧ 指定工事事業者（住所・氏名・押印） 

     ⑨ 主任技術者 

     ⑩ 添付図面 

     ⑪ 添付書類 

     ⑫ 竣工図 

     ⑬ 設計概要 

(2) 給水装置工事設計図 

      必要事項を記入する。 

例：申込者・給水装置工事場所・指定工事事業者・設計と竣工の区分等 

      給水装置を表示標準により作図する。 

(3) 簡易専用水道布設届の写し 

      受水槽式給水には，保健所に提出する簡易専用水道布設届の写しを添付する。 

７．１．３ 給水装置工事施行承認申込書及び給水装置工事設計図の作成 

(1)  給水装置工事施行承認申込書は，１給水装置に１部の申込書とする。 

      ただし，次の場合は１部の申込書とする。 

      ※新築のアパート等の場合 

７．１．４ 工事の申込方法 

      給水装置工事施行承認申込書に必要書類を添付し，諸手数料及び加入金を添え

て管理者に申込みを行う。 

７．１．５ 工事の申込取消し方法 

      指定工事事業者は，申込をした給水装置工事を行わなくなる場合は，給水装置
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工事取下げ書（様式１－３号）に必要事項を記入し，速やかに届ける。 

７．１．６ 設計変更の申込方法 

      指定工事事業者は，申込をした給水装置工事が設計変更の対象となる場合は，

管理者と協議の上，必要事項を記入し速やかに行う（様式１－２号）。 

 

７．２  工 事 検 査 の 手 続 き 

７．２．１ 一般事項 

(1) 指定工事事業者は，給水装置工事が完了したときは速やかに管理者に竣工図,

工事写真を提出し，工事の検査を受ける。 

(2) 現地検査には，給水装置工事主任技術者が立会う。 

(3) 指定工事事業者が作成し保管する「水道法施行令第５条に関する確認書」の写

しを添付する。 

７．２．２ 竣工図の記入事項 

    (1) 給水装置場所（住居表示指定区域は住居表示番号） 

    (2) 所有者住所 

    (3) 所有者氏名 

    (4) 給水種別 

    (5) 工事内容 

     (6) 工事事業者コード 

    (7) 工事施工業者名 

    (8) 主任技術者名 

    (9) 添付書類 

   (10) 受付月日 

   (11) 受付番号 

   (12) 承認月日 

   (13) 路面復旧月日（道路占用申請がある場合） 

   (14) 竣工月日 

   (15) 本管管種及び口径 

   (16) 取出管種及び口径 

   (17) メーター口径 

   (18) 占用関係 

   (19) 給水装置事前協議 

   (20) 位置図 

   (21) 平面図（オフセット含む） 

   (22) 立面図 

   (23) 道路断面図（オフセット含む）（給水管取出しがある場合） 
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７．２．３ 竣工図面の作成 

(1) 竣工図面は，定められた記号をもって給水する家屋の平面，給水栓の取り付け

位置，給水管の布設状況，材料，器具，道路種別等により作成する。 

    (2) 竣工図面は，将来の維持管理の基本資料となるので，正確に作成する。 

(3) 竣工図面は，一般的に位置図，平面図，立面図及び詳細図に区分し，その書き

方は一般土木製図法による。また，平面図，立面図及び詳細図に必要事項を記

入する。 

例：申込者・給水装置工事場所・指定工事事業者・設計と竣工の区分等 

    (4) 記号 

       記号は，給水装置の表示標準による。 

       ただし，表に示されない器具及び材料は，品名及び品質を記入する。 

(5) 縮尺 

     ① 位置図，立面図及び詳細図の縮尺は，適宜とする。 

② 平面図は 1/100 とするが，やむを得ないときは 1/5Oから 1/50O 以内とする。 

    (6) 方位 

      北の方向を上にするが，都合によって変更する場合は，矢印で方向（方位を明

らかにする。 

    (7) 位置図 

     ① 位置図は，施工場所を中心として，その付近の地名，主なる建物名等を記入

して当該場所が判断できるようにする。 

② 開発行為等の団地造成地に給水装置を新設する場合，一区画全体の区割りに

申請地を記入する。 

③ ②の場合で，区割りをしていないところは，もよりの交差点の角から申請地

までの距離を記入する。 

④ 一般の給水装置を新設するとき，沿道に既設給水装置がある場合は，もより

の給水装置からの距離を，また，既設給水装置がない場合は，もよりの交差

点の角から申請地までの距離を記入する。 

(8) 平面図 

     ① 建築物内部の各部屋名（玄関・台所・風呂・便所・和室等）を記入する。 

     ② 配管経路及び給水栓の位置を記入する。 

③ 道路の舗装種別，歩車道の区別，公道・私道の区別，官民境界，石積み ， 

ブロック塀，柵，汚水ます，マンホール，消火栓，仕切弁等を記入する。 

     ④ 舗装道路と砂利道の境は，それぞれの距離を記入する。 

     ⑤ 既設給水管から分岐する場合は，口径，管種を記入する。 

(9) 立面図 

① 平面図の真下又は右側に配置して紙上全体の均衡が図られるよう十分注意
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する。 

     ② 平面図に表すことのできない部分の工法及び材料を記入する。 

③ 平面図上で水平な線は立面図では水平に，縦の線は右上がり３５°又は４

５°の傾斜で，立ち上り部分は垂直に記入し，各箇所に使用する管種，口径，

各区間距離及び給水栓の種類を記入する。 

   (10) 詳細図 

平面図及び立面図では判断できない配管（給水管口径５０mm以上の分岐からメ

ーターまで，伏越し配管及び添架等）の場合は，その部分を拡大して記入する。 

   (11) 道路断面図 

給水管取出しがある場合，道路断面図に識別マーカーを記入する。 

    (12) オフセット 

① 平面図には，分岐地点のオフセットを記入する。 

② オフセットの基準となる測点は，一定不変のものであることを必要条件とし，

既設の消火栓，仕切弁，止水栓等から分岐地点までの直線距離を平面図に記

入する。 

③ ②で水道施設のない場合は，マンホール（下水道・電話・電力等）又は隣接

境界線上からの距離を記入する。 

④ 左右に隣接する既設給水装置又は道路に向い合う既設給水装置がある場合

は，各岐間の距離を記入する。 

       なお，この場合，既設給水装置の「所有者名」を記入する。 

７．２．４ 工事写真 

      工事写真は，以下の項目に注意し撮影し，竣工図に添付し提出する。 

(1) 写真撮影の際，被写体の寸法，深度等が判断できるようにスライドロッド又は

リボンロッド等を使用し，撮影する。 

    (2) 撮影箇所の説明を明記すること。 

７．２．５ 工事検査の手続き方法 

    (1) 現地検査及び写真検査 

      指定工事事業者は工事完了後速やかに竣工図面を作成のうえ，工事写真を添付

し，水道部に検査願を提出して検査の申込みを行う。 

(2) 中間検査 

      中間検査の申し込みは，中間検査願を水道部に提出して検査の申込みを行う。 

 (3) 工事用水の検査 

      工事用水の竣工図は省略し，検査願を水道部に提出して検査の申込みを行う。 

    (4) 受水槽式給水の検査 

      保健所に提出する簡易専用水道完成届の写しを添付する。 

    (5) 再検査 
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      再検査を必要とする場合は，給水装置工事施行承認申込書に必要事項を記入し，

規定の手数料を添えて水道部に申込みを行う。 

 

 

７．３  道 路 等 占 用 使 用 許 可 申 請 の 手 続 き 

７．３．１ 道路占用・使用許可の申請時期 

(1) 国道の道路占用許可申請の時期は，給水装置工事の申込を行う際に，関係機関

に管理者が申請を行う。 

(2)  県・市・農道等の道路占用許可申請時期は，給水装置工事の申込みを行う際に

関係機関に管理者が申請を行う。 

(3) 警察の道路使用許可申請の時期は，道路占用許可を提出し受付後所轄警察署に

指定工事事業者が申請を行う。 

７．３．２ 工事写真 

       工事写真を次の項目により撮影し，給水管埋設工事写真集に整理する。 

      舗装路の場合(1)～(19)，未舗装路の場合(1)～(19)までの当該写真を提出する。 

    (1) 着工前 

    (2)  竣工 

 (3) カッター工（舗装切断） 

    (4) 舗装取壊し状況，現況舗装厚さの状況 

    (5) 掘削状況 

    (6) 積込状況（舗装・残土） 

    (7) 配管土被り（スケールを当てる） 

    (8) 取出し管分岐状況（分岐止め状況） 

      水締め状況 

    (9) 砂埋戻し転圧完了状況（各層毎，出来形管理：スケールを当てる） 

    (10) 埋設管表示シート埋設状況 

   (11) 砕石埋戻し転圧完了状況（各層毎，出来形管理：スケールを当てる） 

   （12） 合材敷し均し，転圧状況 

   （13） 仮復旧転圧完了状況（出来形管理：スケールを当てる） 

   （14） 影響範囲切断状況（スケールを当てる），舗装版取壊し状況，不陸整正状況 

   （15） 路盤転圧状況，路盤下がり測定 

  （16） プライムコート乳剤散布状況，乳剤散布状況 

   （17） 合材敷し均し，転圧状況 

   （18） 本復旧完了状況（出来形管理：スケールを当てる） 

   （19） 保安設置状況 

   （20） その他，「道路管理者」の指示事項による。（※白線引き状況等） 
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７．３．３ 国土交通省管轄の道路占用許可申請の手続き方法 

    (1) 申請書類 

     ① 道路占用許可申請 

       道路占用に伴う道路占用許可申請書に必要事項を記入する。 

     ② 申請用写真 

       写真は，占用場所と道路との関係が判断できるよう，３方向より現地風景を

入れて撮影し，配水管（青色又は黒色），取出し管（赤色）を記入したものを

工事用アルバムに整理して添付する。 

     ③ 申請用地図 

       住宅地図のほかに「国土地理院」発行の１／５００００の地図に申請地を明

記し添付する。 

     ④ 申請用図面 

       位置図，平面図及び掘削断面図，保安施設設置図，交通規制図を２部添付す

る。 

     ⑤ 理由書 

(2) 道路許可申請の手続き 

① 指定工事事業者は，道路許可申請・協議書（１部）及び添付書類一式（２部）

を揃え管理者に提出する。 

② 管理者は，国土交通省東北地方整備局仙台河川国道事務所古川国道維持出張

所または鳴子国道維持出張所に書類を提出し，許可を受ける。 

③ 指定工事事業者は，管理者から道路占用に伴う作業指示書を受領する。 

７．３．４ 宮城県北部土木事務所管轄の道路占用許可申請の手続き方法 

 (1) 申請書類 

     ① 道路占用許可申請 

       道路占用許可申請書に必要事項を記入する。 

     ② 申請用写真 

       写真は，占用場所と道路との関係が判断できるよう，３方向より現地風景を

入れて撮影し，配水管（青色又は黒色），取出し管（赤色）を記入したものを

工事用アルバムに整理して添付する。 

         ③ 申請用地図 

住宅地図のほかに「国土地理院」発行の１／５００００の地図に申請地を明

記し添付する。 

     ④ 申請用図面 

       位置図，平面図及び掘削断面図，保安施設設置図，交通規制図を添付する。 

(2) 道路許可申請の手続き 

① 指定工事事業者は，給水装置工事申込み後道路占用許可申請・協議書及び添
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付書類一式(３部)を添えて管理者に提出する。 

     ② 管理者は，宮城県北部土木事務所に書類を提出し，許可を受ける。 

     ③ 指定工事事業者は，管理者から道路占用許可書を受領する。 

７．３．５ 市道の道路占用許可申請の手続き方法 

    (1) 申請書類 

     ① 道路占用許可申請 

       道路占用許可申請書に必要事項を記入する。 

② 申請用写真 

       写真は，占用場所と道路との関係が判断できるよう，３方向より現地風景を

入れて撮影し，配水管（青色又は黒色），取出し管（赤色）を記入したものを

工事用アルバムに整理して添付する。 

     ③ 申請用図面 

       位置図，平面図及び掘削断面図，保安施設設置図，交通規制図を添付する。 

(2) 道路許可申請の手続 

① 指定工事事業者は，給水装置工事申込み後道路占用許可申請及び添付書類一

式(４部)を添えて管理者に提出する。 

     ② 管理者は，大崎市建設部市道管理所管課に書類を提出し，許可を受ける。 

     ③ 指定工事事業者は，管理者から道路占用許可書を受領する。 

７．３．６ 農道の道路占用許可申請の手続き方法 

    (1) 申請書類 

     ① 道路占用許可申請 

       公共物使用許可申請書に必要事項を記入する。 

② 申請用写真 

       写真は，占用場所と道路との関係が判断できるよう，３方向より現地風景を

入れて撮影し，配水管（青色又は黒色），取出し管（赤色）を記入したものを

工事用アルバムに整理して添付する。 

     ③ 申請用図面 

       位置図，平面図及び掘削断面図，保安施設設置図，交通規制図，公図，同意

書（区長）を４部添付する。 

(2) 道路許可申請の手続き 

① 指定工事事業者は，給水装置工事申込み後道路占用許可申請及び添付書類一

式(４部)を添えて管理者に提出する。 

② 管理者は，大崎市建設部管理所管課に書類を提出し，許可を受ける。 

     ③ 指定工事事業者は，管理者から道路占用許可書を受領する。 

７．３．７ 河川占用許可申請の手続き方法 

    (1) 申請書類 
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     ① 河川占用許可申請 

       河川占用に伴う河川占用許可申請書に必要事項を記入する。 

     ② 申請用写真 

       写真は，占用場所と河川との関係が判断できるよう，３箇所より風景を入れ

て撮影し，配水管（青色又は黒色），取出し管（赤色）を記入したものを工事

用アルバムに整理して添付する。 

     ③ 申請用地図 

       「国土地理院」発行の１／５００００の地図に申請地を明記し添付する。 

     ④ 申請用図面 

       位置図，平面図及び掘削断面図，保安施設設置図，交通規制図を２部添付す

る。 

(2) 河川許可申請の手続き 

① 指定工事事業者は，河川許可申請・協議書及び添付書類一式を揃え管理者に

提出する。 

② 管理者は，国土交通省東北地方整備局北上川下流河川事務所大崎出張所に書

類を提出し，許可を受ける。 

③ 指定工事事業者は，管理者から河川占用に伴う作業指示書を受領する。 

７．３．８ 警察ヘの道路使用許可申請の手続き方法 

(1) 道路使用許可申請の手続き 

     ① 指定工事事業者は，道路使用許可申請書を所轄警察署に提出する。 

② 指定工事事業者は，所轄警察署から道路使用許可を受ける。 

   

 附    則 

１ 「給水装置工事に関する基準」は，平成２２年３月３１日を以て廃止する。 

２ この基準は，平成２２年４月１日から施行する。 

３ この基準は，平成２５年４月１日から施行する。 

４ この基準は，平成２８年４月１日から施行する。 

５ この基準は，平成３０年４月１日から施行する。 

６ この基準は，令和 ２年４月１日から施行する。 

７ この基準は，令和 ３年３月１日から施行する 
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マーカーロケーティングシステム 識別マーカー施工方法 

 

〇規格 

 水道用識別マーカー MKー1W（色：青色） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇施工方法 

下図のとおり配水管からの分岐箇所の真上に識別マーカーを埋設。 

 

 

 

 

 

 

 

識別マーカー 

 

分岐箇所 

 

 

 

配水管                   給水管 

資 料 
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〇取扱い，施工上の注意 

・必ず垂直に埋設すること 

・埋設管やサドル付分水栓に接しないこと 

・マーカーは精密機器のため，落としたり投げたりして変形させないこと 

 また，変形したマーカーは使用しないこと 
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